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１ 業務の全体像 

1-1 事業の目的 

水産庁では、将来にわたって持続的な水産資源の利用を確保するため、水産資源の保存及び管理を適

切に行うことを国及び都道府県の責務とするとともに、持続的に生産可能な最大の漁獲量（最大持続生

産量：MSY）を達成する水準に資源を維持・回復させることを目標としました。この目標達成の手段は

漁獲可能量（TAC）による管理を基本としています。これを受け、今後、令和５年度までに漁獲量ベー

スで８割を TAC 対象魚種とすることを目指しています（現在は６割）。他方、同じ資源を利用する遊漁

についても、一定の管理が求められており、クロマグロについては令和３年６月１日より広域漁業調整

委員会指示により遊漁に対し採捕の制限を実施することになりました。 
このような遊漁の資源管理を巡る近年の動向や過去に実施した遊漁委託調査事業の成果も参考に、ク

ロマグロを含む遊漁による採捕量の報告用サイトを構築し、データを収集するとともに実態調査を行い

採捕量等の管理・推計手法を確立し、ICT による採捕量報告を普及するために必要な課題を整理し遊漁

に関する資源管理施策の検討を推進することを目的とします。 
  

1－2 業務内容 

（１）調査事項 

①遊漁採捕量報告用サイト（開発したスマホアプリも含めた複数の報告手法によるもの）を構築

し、データを収集する。 

②TAC 魚種並びに今後検討が進められる TAC 候補魚種の中から遊漁の採捕量が多く見込まれる

ものを２魚種程度選定し、遊漁による採捕実態について、文献・ヒアリング等により調査する。 

③諸外国の遊漁施策や遊漁者の採捕量等の収集手法に関し調査する。 

（２）検討事項 

上記(1)の調査内容を検討し、得られた結果を取りまとめ、 

① 遊漁による全国の採捕量を推計するとともに、 

② ICT を活用した報告手法を確立・普及するに当たっての改善点や 

③ 実態調査を踏まえた魚種別の管理手法を整理し、 

④ 今後の遊漁資源管理政策のあり方を検討する 

ため必要な具体的対応方法について検討する。 

（３）釣りと漁業の共存及び資源管理の推進に関する検討会等の設置 

調査の内容や方法、調査結果の分析・検討を行う機関として、研究者、釣り団体、釣り有識者、

ICT 専門家等の委員８名程度からなる検討会を設置し、事業の履行期間中３回程度検討会を開催す

る。 
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【調査の全体像】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 調査の全体像 
 

  

（２）．検討事項 
 

参画、指導、助言 

①遊漁による全国の採捕量の推計 

②ICT活用の報告手法の改善点検討 

③遊漁採捕量の魚種別管理手法の整
理 

④遊漁資源管理政策としての具体的
対応方法検討 

遊漁採捕量報告サイトによる統
計学手法による全国遊漁採捕量
等の推定 

令和 2年度調査、既存調査、文献の整理（標本調査、アンケート、投稿収集による遊漁採捕量の推定
方法） 
 

資源管理のための遊漁採捕量等検討会 
 
工藤貴史     東京海洋大学准 准教授 
婁小波       東京海洋大学 教授 
鈴木浩之     ㈱ICT ラボラトリー代表 
木村陽輔     (一社)全日本釣り団体協議会 専務理事 
下山秀雄     (公財)日本釣振興会 専務理事 
若林 務   NPOジャパンゲームフィッシュ協会 理事 
田中要範     全国漁業協同組合連合会 漁政部長 
田添 伸   長崎県漁場整備開発協会専務 

遊漁採捕量等実態調査にかかるヒアリング 
 
山下 成治 札幌大谷大学 教授 
本田 直久 漁船保険組合 専務 
小菅裕二  遊漁船丸十丸 代表 
神奈川県水産研究センター 
など 

（１）③．諸外国における遊漁採捕量等の収
集方法 
・諸外国の遊漁の位置づけと資源管理へ
の遊漁捕獲量把握の手法（特にアプリの
利用実態等について把握） 

・資源管理のための遊漁採捕量管理手法 

（１）②．遊漁による採捕実態調査 
 
・水産庁が示したＴＡＣ魚種拡大の対象
であり、釣りに人気があり採捕量も多い
魚種としてブリ類、ヒラメ、カレイ類及
びマダイを選定 

・報告サイトにおいても魚種汎用性のあ
るものとする  

・採捕量等の実態については文献及びヒ
アリングにより調査 

（１）①．報告サイトの構築 
フリー入力方式(HP) 
登録者入力方式(HP,アプリ,電子メール) 

・報告サイト実証３道県（TAC候補魚種） 
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【委員の構成】 
 氏名 所属・役職 専門 

学識経験者 工藤貴史様  東京海洋大学 准教授 水産業・漁村振興 

学識経験者 婁小波様 東京海洋大学 副学長 水産業・漁村振興 

ICT 鈴木浩之様 ㈱ICTラボラトリー代表 ICT 

釣り等業界団体 木村陽輔様 
(一社)全日本釣り団体協議

会 専務理事 
遊漁 

釣り等業界団体 下山秀雄様  
(公財)日本釣振興会 専務

理事 
遊漁  

釣り等業界団体 若林務様  
NPOジャパンゲームフィッシ

ュ協会 理事 
遊漁 

漁業・漁村地域

関係者 
田中要範様  

全国漁業協同組合連合会 

漁政部長 
漁協 

漁業・漁村地域

関係者 
田添伸様 

(一社)長崎県漁場整備開発

協会 専務 
漁場整備、長崎 

 

なお、以下の方々に、アドバイザーとしてご意見、調査にあたってのご協力をいただく。 

 氏名 所属・役職 専門 

学識経験者 山下成治様 札幌大谷大学 教授 水産学、地域振興、北海道 

釣り等業界団体 本田直久様 漁船保険組合 常務 
遊漁船、プレジャーボート

保険 

漁業・漁村地域

関係者 
富田宏様 ㈱漁村計画 代表 漁村計画、神奈川 

漁業・漁村地域

関係者 
小菅裕二様 遊漁船丸十丸代表  釣り船業、神奈川 

 

  


